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第１ 計画の趣旨 

 
   

公債費の実負担の主な増加要因 

平成 14（2002）年度及び平成 22（2010）年度などに行われた公債費に対

する交付税措置率の見直しや資金手当債等の影響により、実質公債費比率の

算定基礎である公債費の実負担は増加する見込みです。 

 

① 公債費に対する交付税措置率の減少の影響 

公債費に対する交付税措置率の見直し例 

 

平成13年度まで
に発行したもの

平成14年度から
平成21年度まで
に発行したもの

平成22年度以降
に発行したもの

河川の改修や
田んぼの整備など

港やダムの整備など 45％ 30％
60～70％

30％

＜ポイント＞ 

福祉や教育といった多岐に渡る必要な行政サービスを確実に提供するために

は、歳出予算に占める公債費（県債の元金や利子の支払いに要する経費）の割

合を適正な規模とする必要があります。 

昨年 10 月に策定した「新潟県行財政改革行動計画」（以下「行動計画」）

でお示ししたとおり、今後、実質公債費比率が 18％を超えて起債許可団体と

なり、その後も逓増することが見込まれていることから、公債費の適正な管理

に向けた取組を進める必要があります。 

このため、公債費負担適正化計画を策定し、公債費負担の目標及び県債発行

ルールを設定します。 
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② 資金手当債の影響 

資金手当債とは、財源不足額を補てんするために通常の地方債が充てるこ

とができる範囲(充当率 90％など)を超えた部分に充てる地方債や退職手当

の大幅な増加に対応するための地方債等の総称で､後年度の公債費に対する

交付税措置はありません。 

〇 現在も発行しているもの 

・行政改革推進債 

行政改革の取組による将来の財政負担の軽減の範囲内で、通常の地方債

を充てることができる範囲を超えた部分に充当が認められています。 

・退職手当債 

定員適正化や人件費削減等による将来の財政負担の軽減の範囲内で、大

量定年退職等に伴う退職手当の増加部分に充当が認められています。 
 

〇 現在は発行していないもの 

・財政健全化債 

行政改革の取組による将来の財政負担の軽減の範囲内で、通常の地方債

を充てることができる範囲を超えた部分に充当が認められていたもので

す。 

平成 18（2006）年度に行政改革推進債の創設に伴い廃止されました。 

・地域再生債 

単独事業の事業費が全国と比べて増加した範囲内で、通常の地方債を充

てることができる範囲を超えた部分に充当が認められていたものです。 

平成 20（2008）年度に行政改革推進債と統合されました。 

45%
43%

41%
38%

36%
34%

32%
30%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

H23

(2011)

H24

(2012)

H25

(2013)

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)
年度

県債残高における交付税措置率



3 

 

第２ 実質公債費比率の推計と公債費負担の目標 

 

＜ポイント＞ 

公債費は、その一部について交付税で措置される仕組みがあるため、適正な

管理に向けては、交付税措置額を除いた公債費の実負担を管理することが重要

です。 

このため、県が自由に活用できる財源のうち、公債費の実負担が占める割合

を表す指標である実質公債費比率を、令和 20（2038）年度に 18％以下とする

目標を定め、目標の達成に向けて毎年度の県債発行額に上限を設け、その範囲

内で投資事業を実施していきます。 

〔参考①〕公債費の実負担とは 

地方債とは道路や河川等のインフラ施設や学校等の公共施設の整備に充てた

借入金で、県が発行する地方債を県債といいます。 

県債を発行することで、翌年度以降、返済のための元利償還金が発生します

が､元利償還金の一部について地方交付税で賄われる仕組みがあります。 

本計画では、元利償還金から地方交付税で措置される額を除いた、実質的な

県の負担部分を公債費の実負担と定義しています。 

 

 

投資事業の

財源として

県債を発行

交付税で賄われる部分

実質的な県の負担部分

(公債費の実負担)

翌年度以降、返済のための元金・利子が発生

道路や学校等を整備

県債の償還イメージ（30年で返済する場合）

N年度 N+1 N+2 N+3 ･････ N+30

借入 返済
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〔参考②〕実質公債費比率とは 

 

 

 

 

県税や地方交付税といった県がその年に自由に使える財源のうち、公債費の

実負担（借金の返済に使わなければならない額）が占める割合を表す指標で

す。 

このため、実質公債費比率が高まると、福祉や教育といったほかの行政サー

ビスに使用できる財源が少なくなります。 

また、この比率が 18％を超えた場合、県債発行に当たり国の許可が必要に

なるため県債発行の自由度が低下します。さらに 25％以上になると早期健全

化団体に位置付けられ、財政健全化計画の策定が義務付けられています(※)。 

  ※ 過去に早期健全化団体に位置付けられた都道府県はありません。 

        その年の公債費の実負担 

  県がその年に自由に使える財源 
実質公債費比率 ＝  
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実質公債費比率の目標を定めるに当たっては、実質公債費比率の将来推計を行う

必要がありますが、将来の実質公債費比率に影響を与えるものは、投資的経費の事

業量と今後の金利水準になります。 
 

（１）将来の金利推計の仮定 

今後の金利推計は、行動計画の中期収支見通し（以下「中期収支見通し」）で使

用しているものを採用します。ただし、中期収支見通しの最終年度（令和６（2024）

年度）以降の将来推計は、不確定な金利推計値による過度な影響を排除するため、

最終年度の金利水準により行い、その上で、足元の金利水準を適切に反映させる

ため、中期収支見通しの毎年度の改訂に併せて実質公債費比率の将来推計も更新

していきます。 

 

 

  

本計画における推計金利

推計年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10以降

Ｒ１ 0.3% 0.3% 0.3% 0.4% 0.5%

足元の金利水準を反映するイメージ

推計年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10以降

Ｒ２ 0.4% 0.4% 0.4% 0.5% 0.6%

Ｒ３ 0.4% 0.4% 0.5% 0.6% 0.7%

Ｒ４ 0.4% 0.4% 0.4% 0.4% 0.5% 以降0.5で仮置き

以降0.7で仮置き

以降も中期収支見通しの改訂に併せて
毎年度見直し

中期収支見通しにおける推計金利

以降0.6で仮置き

以降0.5で仮置き

計画期間
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（２）将来（Ｒ３年度以降）の事業量別の実質公債費比率の推移 
 

   

試算①：当初予算はＲ２年度当初予算の投資量（※）の水準を継続した上で、 

補正予算を上乗せ計上した場合 

 

 

国の補正予算については、国の補助金や地方財政措置の手厚い有利な県債

が用意されていることから、財政負担を抑制しながら、将来を含めて県とし

て行うべき事業を集中的に実施するために有効な手段であるとして、これま

で、当初予算に上乗せをして本県の補正予算を計上し、これを活用してきま

した。 

今後も補正予算の上乗せを続ける場合、当初予算は R２年度当初予算の投

資量の水準を継続しても、補正予算の計上により削減幅が縮小することとな

り、起債許可団体から脱却する目処は立ちません。 
 

※ R2 年度当初予算の投資量（一般財源ベース） 

・補助事業：R1 年度当初予算の 90％ 

・単独事業：R1 年度当初予算の 90％ 

・建設方針決定済みの大規模施設（建築物）建設事業等（新潟盲・聾学校統合校建設、

県民会館耐震化など）については、計画の進捗なども考慮し決定 

  

〔投資的経費の事業量〕 

 〇 当初予算：Ｒ２年度当初予算の投資量の水準を継続 

 〇 補正予算：当初予算に加え、過去実績と同程度の補正予算を上乗せ 

16

17

18

19

20

21

22

R1

(2019)

R2

(2020)

R3

(2021)

R4

(2022)

R5

(2023)

R6

(2024)

R7

(2025)

R8

(2026)

R9

(2027)

R10

(2028)

R11

(2029)

R12

(2030)

R13

(2031)

R14

(2032)

R15

(2033)

R16

(2034)

R17

(2035)

R18

(2036)

R19

(2037)

R20

(2038)

試算①

試算②

試算③

起債許可団体への移行基準

20.1%

19.4%

17.9%
18.0%

21.2%

※ Ｒ2.2.5 時点の見込み 
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試算②：当初予算はＲ２年度当初予算の投資量の水準を継続した上で、 

補正予算は当初予算で想定した負担の範囲内で計上した場合 

（補正予算の上乗せは行わない） 

 

試算①を踏まえて、国の補正予算等の活用や経費節減により、補正予算の 

 

当初予算と補正予算の負担の合計は R２年度当初予算の投資量の水準を

継続しても、県債発行による借入額は最長 30 年間に渡って返済することか

ら、事業量の削減効果が公債費の実負担の減少に結び付くまで時間がかかる

ため、起債許可団体からの脱却の目処は立ちません。 

  

〔投資的経費の事業量〕 

 〇 当年度の補正予算と次年度の当初予算を一体として管理し、当初予算と 

補正予算の負担の合計は、Ｒ２年度当初予算の投資量の水準を継続 

Ｎ年度 Ｎ+１年度 Ｎ年度 Ｎ+１年度

補正予算の計上方法のイメージ（実負担ベース）

補正予算を上乗せ 補正予算と当初予算を一体管理

当初予算 当初予算 当初予算
当初予算

補正予算を計上した分、負担が増加
補正予算を計上しても、負担は同じ

（補正予算は次年度当初予算の前倒しとして活用）

補正予算 補正予算

県の実負担は同じでも、交付税措置の高い県債や国の補正予算の活用で事業費を増

やすことができます。 （詳しくは14ページをご覧ください。）
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   試算③：試算②を踏まえ投資的経費の実負担を抑制 

 

 

 

 

実質公債費比率が長期的に 18％以下となる投資的経費の水準を考える必

要がありますが、仮にＲ３年度以降の投資的経費の当初予算と補正予算の負

担の合計を、Ｈ30 年度当初予算の事業量から補助事業と単独事業について

それぞれ１割削減した水準とした場合、Ｒ20 年度に 18％を下回ります。 

なお、Ｈ30 年度当初予算は、国の防災・減災、国土強靱化３か年緊急対策

の影響を受けない、平時と同程度の予算規模です。 

 

  

〔投資的経費の事業量〕 

 〇 当年度の補正予算と次年度の当初予算を一体として管理し、当初予算と補

正予算の負担の合計は、Ｈ30 年度当初予算の事業量から、補助事業と単独

事業について、それぞれ１割削減した水準を継続 

試算①、②、③のイメージ（実負担ベース）

R1年度

当初予算

R1当初

×90％

3カ年緊急対策

による増分

H30年度

当初予算

試算①

補正予算

試算②

補正予算

当初予算

補正予算

当初予算

試算③

当初予算

H30当初

×90％

R20に実質公債費比率が

18％を下回る実負担
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 （３）公債費負担の目標 

次のとおり公債費負担の目標を定め、目標の達成に向けて毎年度の県債発行

額に上限を設け、その範囲内で投資事業を実施していきます。 

 

公債費負担の目標 

令和 20（2038）年度に実質公債費比率を 18％以下とする。 

 

県が自由に使える財源のうち、公債費の実負担が占める割合が高い状態は、

行政需要の変化への対応が困難となり、柔軟な財政運営を行う上で支障となり

ます。このため、県債発行に当たり国の許可が必要となる実質公債費比率が

18％を超える状態をできるだけ早く解消する必要があります。 

一方、激甚化・頻発化する自然災害から県民の皆さまの安全・安心を守るた

めの防災・減災対策を確実に進めていく必要があること、現時点での投資的経

費の水準は特別に高いものではないこと、また、急激な事業量の削減は県民の

皆さまの生活に過度な影響を及ぼすおそれがあることを踏まえ、令和 20

（2038）年度に実質公債費比率を 18％以下とすることを目標とします。 

資金手当債については、必要な県民サービスを確実に提供するために、当

面発行せざるを得ない財政状況になっていますが、上記の目標を達成する中

で、資金手当債の発行についても適切に管理を行い、その残高を確実に減少

させていきます。（実質公債費比率の算定には資金手当債に係る公債費も含

まれています。） 
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 〔参考③〕災害の激甚化・頻発化 

 

〇 集中的な降雨が増加傾向にあります。 

【時間最大雨量 50mm 以上の降雨発生状況】   

 
 

【日最大雨量 140mm 以上の降雨発生状況】  

 
 

〇 震度６以上の地震の発生回数は、近年、急激に増加しています。 

【日本における震度６以上の地震発生回数の推移】 

 

気象庁データベースより、震度６以上の地震発生回数を図化したもの（データ対象 1922 年～） 

0

10

20

30

40

S54 S60 H1 H5 H10 H15 H20 H25 H30

観
測
所
数
の
割
合

時間最大50mm以上を記録した新潟県のアメダス観測所数の割合
H11～H20

平均 13 ％

S54～S63

平均 3 ％

H1～H10

平均 6 ％

H21～H30

平均 14 ％

（単位：％）

0

10

20

30

40

50

S54 S60 H1 H5 H10 H15 H20 H25 H30

観
測
所
数
の
割
合

日最大140mm以上を記録した新潟県のアメダス観測所数の割合
H11～H20

平均 12 ％

S54～S63

平均 8 ％

H1～H10

平均 9 ％

H21～H30

平均 14 ％

（単位：％）
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6

27 26

0
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（単位：回）

（年代）
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〔参考④〕本県の投資的経費の状況 

 

〇 投資的経費は平成 10（1998）年をピークに事業を実施しており、その時に

発行した県債の償還は現在も続いていますが、足元の投資的経費の規模は、

ピーク時の１／３となっています。 

 
 

 

〇 平成 29（2017）年度の投資的経費の決算では全国と比較した場合、標準財

政規模当たり、人口当たりの投資的経費は全国平均並み、可住面積当たりの

投資的経費では全国下位となっています。 

 
 

 

〇 公共インフラ施設は、今後、全国と同様に高齢化が進む見込みです。 

 
 

0

50,000

100,000

150,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H10

（1998）

H11

（1999）

H12

（2000）

H13

（2001）

H14

（2002）

H15

（2003）

H16

（2004）

H17

（2005）

H18

（2006）

H19

（2007）

H20

（2008）

H21

（2009）

H22

（2010）

H23

（2011）

H24

（2012）

H25

（2013）

H26

（2014）

H27

（2015）

H28

（2016）

H29

（2017）

投資的経費の決算額推移（新潟県・全国比較）

新潟県

全国

新潟県

（億円）
全国

（億円）

新潟県

▲68.5％

全国

▲59.8％

（千円） 順位 （％） 順位 （千円/人） 順位 （千円/ha） 順位

新潟県 1,915 10位 34 17位 83 22位 422 37位

全国平均 1,636 32 85 796

投資的経費

(H29決算)

標準財政規模当たり

投資的経費

人口当たり

投資的経費

可住面積当たり

投資的経費

(参考）

全国の状況

R15.3月

橋りょう 24% (905橋) 67% (2,569橋) 63%

トンネル 22% (45本) 53% (111本) 42%

河川施設 33% (78施設) 65% (156施設) 62%

新潟県の高齢化施設割合

H25.4月 R15.4月

※高齢化施設：（新潟県）橋りょう、トンネルは建設後 50 年、河川施設は設置後 40 年が経過した施設（新潟県調べ） 

          （全 国）建設後 50 年が経過した施設（国土交通省調べ） 

（出典）総務省「地方財政状況調査」 

（出典）総務省「地方財政状況調査」 
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第３ 県債発行ルール 

（１）公債費の実負担に基づく投資的経費の事業量管理 

毎年度の当初予算編成において、令和 20（2038）年度に実質公債費比率

を 18％以下とすることができる公債費の実負担の将来に渡っての総額を算

定した上で、令和 20（2038）年度までの各年度に均等に割り振り、各年度

の実負担額の上限を決定します。 

将来へ負担を先送りすることとならないよう、当年度の補正予算と次年度

の当初予算を合わせて、実負担額の上限を超えない範囲内で、国からの補助

がある事業（実負担 40％等）や県が単独で実施する事業（実負担 100％等）

等の実負担額を積み上げて、投資的経費の事業量を決定します。 

ただし、中越大震災のような大規模な災害が発生した場合等には、一日も

早く復旧・復興できるよう、令和 20（2038）年度に実質公債費比率を 18％

以下とする目標を堅持しながらも、その年の実負担額の上限に関わらず最優

先に対応していきます。 

加えて、実質公債費比率は、投資的経費の事業量のほか、金利の変動や県

税・地方交付税収入の増減などの影響も受けるため、毎年度、実負担の上限

額を再算定することで、直近の本県の財政状況や経済指標等を適切に反映さ

せながら、投資的経費の事業量管理を行っていきます。 

＜ポイント＞ 

令和 20（2038）年度に実質公債費比率を 18％以下とする公債費負担の目標

を確実に達成するため、今後は、投資的経費の事業量を公債費の実負担に基づ

き管理するとともに、有利な財源を活用することで、必要な事業量の確保を図

ります。 
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①　Ｒ３年度当初予算

　

R3 R4 R5 R6 R18 R19 R20

②　工夫や節減により、実負担が減少した場合

③　大規模な災害が発生し、実負担が増加した場合

公債費の実負担に基づく事業量管理のイメージ

将来に割り振る発行可能額が増加

Ｒ20年度に実質公債費比率が18％以下となる実負担の総額を、Ｒ３年度以降に均等になるよう管理

将来に割り振る発行可能額が減少
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（２）有利な財源の活用による投資的経費の事業量確保 

公債費に対する地方交付税措置の割合は、県債の種類によって異なるた

め、交付税措置の高い県債を活用することで、県の実負担は同額でもより

多くの事業を実施することができます。 

このため、事業の更なる選択と集中を行った上で、国の補助金や地方財

政措置の手厚い有利な県債を積極的に活用することで、必要な事業量の確

保を図るとともに、制度のより一層の拡充等を国に対して働きかけていき

ます。 

 

※ 交付税措置は事業の種類で決まります。 

・災害復旧事業             交付税措置 95％ 

・県の単独事業             交付税措置 00％ 

 （県が単独で実施する防災・減災事業 交付税措置 70％（時限措置）） 

・国の補助のあるインフラ整備      交付税措置 20％ 

（国の補正予算を活用する場合     交付税措置 50％に増加） 

  

実質的な県の
負担部分

(公債費の実負担)

交付税で
賄われる部分

実質的な県の
負担部分

(公債費の実負担)

交付税で
賄われる部分

投資的経費の事業量と実負担の関係

投資的経費の事業量

＝県債の発行額

交付税措置が1/2の場合

交付税措置が1/3の場合

投資的経費の事業量

＝県債の発行額

公債費の実負担は同額でも活用する県債によって事業量は大きく異なる



15 

 

 （３）資金手当債の残高の抑制 

現在発行できる資金手当債には、行政改革推進債と退職手当債があります

が、このうち退職手当債については、今後の退職者数の減少に伴って、その

残高は減少していく見込みです。 

行政改革推進債については、投資的経費の財源であることから、投資的経

費に充てることができる国庫補助金や地方財政措置の手厚い有利な県債を

活用するなどして発行を抑制し、残高を確実に減少させるとともに、その状

況を予算及び決算と併せて公表します。 

また、行動計画の計画期間である令和５（2023）年度までの間、これに基

づく収支改革を実現し、決算時点において、目標（※）以上に財源対策的基

金及び県債管理基金（公債費調整分）の残高が確保されるような場合には、

発行を抑制します。 

なお、令和６（2024）年度以降の目標については、行動計画の進捗状況等

を踏まえ、別途定めることとします。 

※ 目標：令和５年度に収支均衡を達成する目標 
 
 

資金手当債残高の推移 （８ページ 試算③ベースの推計） 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H15

（2003）

H20

（2008）

H25

（2013）

H30

（2018）

R5

（2023）

R10

（2028）

行革債等

退職手当債

（単位：億円） ピーク

2,324

※ Ｒ1 以降の残高はＲ2.2.5 時点の見込み 
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〔参考⑤〕将来負担比率の将来推計 

 

 

 

 

県税や地方交付税といった県がその年に自由に使える財源に対する、今後支払

いが必要となる負債（借金や退職手当など）の合計額の大きさを表す指標です。 

今後の負債総額の推移を表す指標のため、本計画で定める県債発行ルールによ

る県債の発行抑制の効果が早期に指標の改善として表れてきます。 

行動計画の計画期間終了後の令和６（2024）年度以降の将来負担比率の推移に

ついては、その後の行財政改革の取組により変化していくこととなります。 

なお、この比率が 400％を超えた場合、早期健全化団体に位置付けられ、財政

健全化計画の策定が義務付けられています（※）が、本計画に基づき、公債費負

担の目標の達成に向けて着実に取組を進めた場合、将来負担比率は逓減し、400％

には達しない見込みです。 

※ 過去に早期健全化団体に位置付けられた都道府県はありません。 

 

（参考） 将来負担比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 ※ Ｒ1 以降の比率はＲ2.2.5 時点の見込み 

        今後支払う負債の合計額 

  県がその年に自由に使える財源 
将来負担比率 ＝  
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H29
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早期健全化団体への移行基準
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